
鬼ｔＦき示第　４６　そ

鬼北回Ｔｒ住宅リ フォーム補助金交付要綱

（趣 回）

第１ 条　 この告示 は、 住宅投資の波ｊａ効果によ るＦ内経済のほ性化八び既存住宅のｇ住環境の質の

『白』上 を図 るた め、 住宅のリ フォーム を行 う者に対 し補助金を交付するこ とについて、 鬼北ＩＩＩＴ補助金

交付規則 ［平成１７年鬼北ｉ］‘規則第 ５７ 号） に定める もののほか、 必要な事項を定めるも のと する。

（用Ｍの定義）

第２ 条　 この告示において、次の各号に掲げるｌｊ語の意義は、それぞれ肖該各号に定めると ころによ

る。

（１）ＵＥｔ　自己、ｉｉ２儒者、その親 （タｔ象者のｉｉＥ１イ肖者の親を含む。） 又はその子が所有する住ｔ （建

築した日 から １０ 年な上経ａしたものにほる。） であって、それらの者の居住の用に供するもの

のう ち、 次のいずれかのものをいう。

ア　 一‾評建て住宅（併用住宅の場合、 居住の用に供する部分にほる。）

イ　 マンショ ン等のＪ＝ｔＳ同住ｔ （区分所有者が存する建物であって、専有部分が大の居住のＪＩモｌに供

されるも の）

（２）増改築　ａ存の住ｔに増築 し、 又はａ存の住宅の一部を解体し、まり替える工事をい う。

（３）リ フォーム　増改築又は住宅の全部若し くは一部について、修繕、 補修、模様替えその他住

宅の機能又は性能を維持若 しく は「；ｉ」上 させるために行う 工事をい う。

（４）子育てｔｔｔ帯　交付申諸口において中学生Ｊ２え下の子がいるｔ帯をいう。

（補助対象者）

第３ 条　補助金の夕付の筧象と なる者は、りＦ’ｉ】 において次条に規定する補助金の夕付の夕４・象 となる

工事 （ＥＪ、下「補助が象工事」と いう 。） を行 う者で、 次の各号のいずれにも該肖する もの とする。

（１）り内に住所を有する者である こと。

（２）補助金の交付を受けよう とする者 （な下「申請者」 とい う。 ）八び住宅の所有者のほか、そ

の世帯を員においてＩＩＩＴｒ税等を滞納していないこと。

２　 補助金の交Ｈは、 住ｔ　ｌ　Ｆｊｌをび申請者１人につき１ 回ほりとする。

（補助対象工事等）

第４ 条　補助が象工事は、 住宅に係る工事であっ て、 次の各そのいずれにも該肖する もの とする。

（１）リ フォームに要する 費ＪＩ（惠費税‾ｋびＪ加力自費税の額を含む。 ）の うち、次項に規定する補

９４の交・けのが象と ならない工事費を除いた費丿目 が５０万 Ｐ∃ ＥＪ、上であ るこ と。

（２）１１ミｒＦｋ】 に事業所 （支店を含む。） を有するｊｌ築業者等が施工するものである こと。

２　 次に掲げる工事については、前項の規定にかかわらず補助をの交付の対象と しない。

（１）なｊＳ工事の施工に伴う 補償費のが象となる工事

（２）門、塀等の外構工事

（３）他の補助制度を利ＲＩする工事

（４）その他補助金の夕付が適苞でない と認められる 工事

（補助金の額）

第５ 条　補助金の額は、補助対象工事にＳする費万１ （惠費税Ｘびｔ方消費税の額を含む。） の１０分

の１ に相肖する額 （肖該額に１，０００　ＦＩ未満の端数がある ときは、 これを切り捨てた額） とする。た

だし、肖該補助金の額が２０万ＦＩ を超える ときは２０万Ｆｒ］と し、 ぎｉ該補助金の額をその交付決定後

に補助が象工事の変更によ り増額するこ とは簒めない。



２　 前項の規定にかかわらず、 子育て世帯の補助金の額は、補助筒象工事にぢする費用（？肖費税八び

地方消費税の額を含む。） の４ 分の １に木目 售する額 （肖該額に１，０００ 円未満の端数があると きは、

これを切 り捨てた額） を申請するこ とができ る。 ただ し、 售該補助金の額が ５０ 万Ｆ［１ を加える とき

は５０万ＦＥｊと し、 肖該補助金の額をその交付決定後に補助笥象工事の変更により 増額する こと は認

めない。

（補助金の交暁申 請）

第６ 条　 申請者は、工事着手前に鬼北Ｆ住宅 リフォーム補助金交付申請書（様式第１ 号） に、 次に掲

げる書類を添えてｍＴｒ長にを■しなければならない。

（１）工事ｌ大１訳見積書の写し

（２）住宅のを景写真、補助筒象工事を施工する箇所の写真おしく は回面又はそれに代わる書類

（３）建築した日 から １０ 年ぶ上経過したこ とが確認でき る書類

（４）Ｆ税等の滞納がない回の 申莖害（様式第１ 号Ｓｌｊ紙）

（５）住宅の所有者とせ築圭が一致しない場合は、その関係を示す書類

（６）前各号に掲げる もののほか、 ｐｌＴ長が必要と認める書類

（補助金の交付決定）

第７ 条　 Ｒミｒ長 は、 前条の規定に よる 申請を受週１ した場合は、 その内容を審まし、補Ｊめ金の交付のま否

を決定するものと する。

２　 ぢ長は、 前回の規定により 、補助金交せの適否を決定した とき は、 鬼北回丁住宅 リフォーム補助金

交付決定 （変・・ 中止 ・廃止・ 却下）ミａ加害（様式第２ 号） によ り申請者に漣肺するものとする。

（補助本業の変ぞ等）

第８ 条　補助金の交付の決定を受けた者 （八下「補助筒象者」 とい う。 ）は、第 ６条の規定に より提

ｍした書類の鸚容の変Ｔ９ぎを しよ うと する とき 、又はダけ決定を受けた本業（ぶ下 「補助本業」 とい

う。 ）を 中止 し、 若し くは廃止 しよ うと する とき は、 鬼北り住宅リ フォーム補助金交付変ぞ（中止・

廃止）申請書 （様式第 ３そ）に次に掲げる書類を添えてＲｆ長にを出し、その承認を受けなければな

らない。

（１）工事請負変更契め害又は変更請書の察し

（２）変更後の工事内訳見積書の写し

２　 Ｆ長は、 前項の規定に よる 申請を受をした場合は、そ のＦ大丿容を審ま し、 変Ｔ９１の適否を決定 し、鬼

北回Ｔｒ住宅 リフォーム補助金交付決定 （変更・ 中止 ・廃止・ 却下）通知書によ り補助対象者にａ加す

るも のとする。

３　 補助事業の変ぞにより 補助金の額を減額しない場合は、前 ２項の規定にかかわらず、 肖該変更の

申請八び決定のｊ！タミｎ を省略するものと する。

（事業完了実績報告）

第９ 条　補助対象者は、補助筒象工事が完了 した とき （建築基準法 （昭和２５年法律第２０１ 号。　ｊＪ、下

「法」と いう 。） 第６ 条第 １瑕の規定に よる確認済証のタイ才を受ける必・があ る場合は、法第７条

第４ 項八び第 ７条の２ 第４ ４の規定に基づく 検をを受 けた とき 。それり、夕１ヽの場合は、工事請負業者

から笥象物のり｜渡しを受けた とき）は、速やかに、 鬼北Ｆ住宅リ フォーム工事完了実績報告書（様

式第 ４号）に工事施工者が署佑‾反び押印した上で、 次に掲げる書類を添え てＦＲＴ長に報告 しな ければ

ならない。

（１ ）　 リフ ォーム工事代金領収書の写 し‾ｋび工事中写真

（２）法第６条第 １項の規定による確認済証の交付を受ける必要がある場合は、 羝第 ７条第ＵＷ攷

び第 ７条の２ 第５ ４の規定にＪぬづき夕付された検を済証のぶし



（３）鬼北ｍ｀ｒ住宅 リフ ォーム補助金請求書（様式第５ そ）

（４）前条第 ３項の規定に該苞する場合は、 その必要書類

（５）前各号に掲げる もののほか、 ｎＩＴｒ長が必要 と認める書類

（補助金の額の確定八び交付）

第１０条　ぢ・は、 前条の規定による報告を受けた後、 速やかに、肖該報告に｛示る書類を審まし、必

戛に応じてｇ地１讚Ｉをを行い、その報告に係る補助事業の実施結ＪＲが補助金の交ｆｔの決定の Ｆ大】容八

びこれに付した条件に適合する と認めるちｌ合は、補助金の額を確定し、交付するものとする。

（是ｊＥのための措置）

第ｎ 条　 ｍＴ・は、前条に規定する審ま八び現龝禀をによ り、 補助事業の実施結ｊＲが第 ４条に規定す

るＷ件に適合しないと認めると きは、これを適合させるための措置を補助篶象者にＪ４して求める

こと ができる。

（補助をのｇＳ）

第１２条　Ｆ長 は、 補助１：の交付を受けた者が次の各そのいずれかに該肖す ると きは、補助をの交付

決定を取 りｍ し、 交付 した補助金のを額又は一部のｉｉａを命ずる こと ができる。

（１）補助対象者が前条の規定にＪＩづ く措置を とら なかった とき。

（２）Ｆ長の承認を受けずに補助事業のＦ大］容を変ミ９１し、又は中止したと き。

（３）前各号に掲げる もののほか、 Ｗ長が補助金を交付するこ とが適肖でないと認めたと き。

（そ の他）

第１３条　この告示に定める もののほか、 必Ｗな事項は、ＩＩＩ］‘長がＳＩ」に定め る。

附　則

この告示は、 ぬ布の日 から施行する。

この告示は、 令和 ３年５Ｊｊ　２　５　日から施行する。

この告示は、 令和４年４１ １日 から施行する。


